
３　一般会計等財務書類
（１）　貸借対照表
平成29年度の貸借対照表の概要は、次のとおりです。  
[image: image1.emf]【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債等

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

-



△ 1



- 純資産合計 13,658,699

資産合計 23,662,783 負債及び純資産合計 23,662,783

-



1,561,125



1,441,634



119,492



-

-



△ 6,737



2,003,887



259,425

183,337



-

-

92,916

-



443,709

-



443,709



-



975,128



445,239



95,721



349,518



7,160



341,211



△ 211,882



86,198



86,198



△ 768,871



19,050,378



△ 11,339,850



-



-



-

298,405 23,220,021

10,000,674 △ 9,561,322

1,382,875



1,668,982



- -

- 68,603

- 20,585

- 28,604

- 負債合計 10,004,084

△ 13,245,851 887,969

2,960,978 770,177

△ 1,322,878 -

- -

- -

20,597,570 7,729,949

10,467,568 -

2,062,854 1,269,982

809,377 -

18,904,684 116,184

貸借対照表

科目 金額 科目 金額



21,658,896 9,116,115

（平成３０年３月３１日現在）

（単位：千円）


◆貸借対照表の科目解説◆
	資産の部

	
	固定資産

	
	
	有形固定資産

	
	
	事業用資産
	インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

	
	
	インフラ資産
	システムまたはネットワークの一部であり、性質が特殊なもので代替的利用ができないこと、移動させることができないこと、処分に関して制約をうける有形固定資産

	
	
	物品
	自治法第239第１項に規定するもので、取得価額または見積価格が50万円以上の資産

	
	
	無形固定資産

	
	
	ソフトウェア
	コンピューターに一定の仕事を行わせるためのプログラム

	
	
	その他
	ソフトウェア以外の無形固定資産

	
	
	投資その他の資産

	
	
	投資及び出資金
	有価証券・出資金であり、有価証券は満期保有目的有価証券及び満期保有目的以外の有価証券。出資金には自治法第238条第１項第７号により出損金も含む。

	
	
	投資損失引当金
	出資金の内、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質価額が30％以上低下した場合に、実質価額と取得価額の差額

	
	
	長期延滞債権
	債権回収予定日から１年以上経過した未回収の債権

	
	
	長期貸付金
	自治法第240条第１項に規定する債権である貸付金の内、流動資産に区分されるもの以外のもの

	
	
	基金
	基金の内、流動資産に区分されるもの以外のもの

	
	
	徴収不能引当金
	長期延滞債権・長期貸付金に対し、過去の徴収不能実積率により算定したもの

	
	流動資産

	
	
	現金預金
	現金及び現金同等物

	
	
	未収金
	現年調定の収入未済額

	
	
	短期貸付金
	翌年度に償還期限が到来するもの

	
	
	基金
	財政調整基金及び減債基金。減債基金は１年に取り崩す予定のあるもの

	
	
	棚卸資産
	売却を目的として保有している資産

	
	
	徴収不能引当金
	未収金・短期貸付金に対し、過去の徴収不能実積率により算定したもの

	負債の部

	
	固定負債

	
	
	地方債
	償還予定が１年超のもの

	
	
	長期未払金
	自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務と見なされるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外のもの

	
	
	退職手当引当金
	期末時点で職員が自己都合退職した場合の要支給額

	
	
	損失補償等引当金
	履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額

	
	流動負債

	
	
	１年内償還予定地方債
	１年以内に償還予定の地方債

	
	
	未払金
	役務の提供が完了しその支払いが未済のもの

	
	
	未払費用
	役務の提供が継続中でその支払いが未済のもの

	
	
	前受金
	対価の収受があり役務の提供を行っていないもの

	
	
	前受収益
	対価の収受があり役務の提供が継続中のもの

	
	
	賞与等引当金
	在籍者に対する６月支給予定の期末・勤勉手当総額とそれらに係る法定福利費相当額を加算した額の4/6

	
	
	預り金
	第三者から寄託された資産に係る見返負債

	純資産の部

	
	固定資産等形成分
	資産形成のために充当した資源の蓄積

	
	余剰分（不足分）
	費消可能な資源の蓄積


○ 資産と負債・純資産の状況

平成29年度末の資産合計は、236億6,278万３千円となっています。内訳は、固定資産が216億5,889万６千円（構成比91.5％）、流動資産が20億388万７千円（構成比8.5％）となっています。一般会計全体で236億円超の資産があり、９割超が固定資産で占められています。

資産の主なものは、インフラ資産の工作物（道路、橋りょう等）が77億1,052万８千円（構成比32.6％）、事業用資産の建物（庁舎、学校等）が56億5,883万２千円（構成比23.9％）、事業用資産の土地（学校用地等）が20億6,285万４千円（構成比8.7％）となっています。

一方、負債は、100億408万４千円となっており、その内訳は、固定負債が91億1,611万５千円（構成比91.1％）、流動負債が８億8,796万９千円（構成比8.9％）となっています。

この結果、資産合計から負債合計を引いた純資産合計は、136億5,869万９千円となりました。
（２）　行政コスト計算書
平成29年度の行政コスト計算書の概要は、次のとおりです。
[image: image2.emf]自平成２９年　４月　１日

至平成３０年　３月３１日

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

158,175

5,556

152,619

6,657,879

（単位：千円）

－

－

－

－

－

287,183

105,620

181,563

6,816,053

－

2,881,257

1,831,668

699,926

335,326

14,336

－

115,116

64,936

6,738

43,442

150,809

2,839,516

1,732,733

76,265

1,030,518

4,221,980

1,267,348

1,047,936

68,603

－

行政コスト計算書

科目

金額

7,103,237


◆行政コスト計算書の科目解説◆
	経常費用

	
	業務費用

	
	
	人件費

	
	
	職員給与費
	職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用

	
	
	賞与等引当金繰入額
	賞与等引当金の当該年度発生額

	
	
	退職手当引当金繰入額
	退職手当引当金の当該会計年度発生額

	
	
	その他
	上記以外の人件費

	
	
	物件費等

	
	
	物件費
	職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消費的性質の経費で資産計上されないもの

	
	
	維持補修費
	資産の機能維持のために必要な修繕費等

	
	
	減価償却費
	一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる資産価値減少金額

	
	
	その他
	上記以外の物件費等

	
	
	その他の業務費用

	
	
	支払利息
	地方債等に係る利息負担金額

	
	
	徴収不能引当金繰入額
	徴収不能引当金の当該会計年度発生額

	
	
	その他
	上記以外のその他の業務費用

	
	移転費用

	
	
	補助金等
	政策目的による補助金等

	
	
	社会保障給付
	社会保障給付としての扶助費等

	
	
	その他
	上記以外の移転費用

	経常収益

	
	使用料及び手数料
	一定の財・サービスを提供する場合に、当該財・サービスの対価として使用料・手数料の形態で徴収する金銭

	
	その他
	上記以外の経常収益

	臨時損失

	
	災害復旧事業費
	災害復旧に関する費用

	
	資産除売却損
	資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却し
た資産の除却時の帳簿価額

	
	損失補償等引当金繰入額
	損失補償等引当金の当該会計年度発生額

	
	その他
	上記以外の臨時損失

	臨時利益

	
	資産売却益
	資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額

	
	その他
	上記以外の臨時利益


○ 経常費用・経常収益等の状況

平成29年度の経常費用は、71億323万７千円となっています。内訳は、業務費用については、人件費が12億6,734万８千円（構成比17.8％）、物件費等が28億3,951万円６千円（構成比40.0％）、その他の業務費用が１億1,511万６千円（構成比1.6％）となっています。また、移転費用については、28億8,125万７千円（構成比40.6％）となっています。

一方、経常収益は、２億8,718万３千円となっています。内訳は、使用料及び手数料が１億562万円（構成比36.8％）、その他が１億8,156万３千円（構成比63.2％）となっています。

また、資産売却益等の臨時利益は、7,992万６千円となっています。

経常費用の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた結果、純行政コストは66億5,787万９千円となりました。
（３）　純資産変動計算書
平成29年度の純資産変動計算書の概要は、次のとおりです。
[image: image3.emf]自

至

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高

22,694,657 - -

純行政コスト（△）

△ 6,657,879 -

財源

6,671,372 -

税収等

5,308,959 -

国県等補助金

1,362,413 -

本年度差額

13,494 -

固定資産等の変動（内部変動）

△ 341,482 341,482

有形固定資産等の増加

693,099 △ 693,099

有形固定資産等の減少

△ 1,033,073 1,033,073

貸付金・基金等の増加

297,688 △ 297,688

貸付金・基金等の減少

△ 299,196 299,196

資産評価差額

-

無償所管換等

6,328,562

他団体出資等分の増加

-

他団体出資等分の減少

-

比例連結割合変更に伴う差額

-

その他

△ 5,461,715 -

本年度純資産変動額

525,365 354,976 -

本年度末純資産残高

23,220,021 △ 9,561,322 -

純資産変動計算書

平成２９年　４月　１日

平成３０年　３月３１日

科目 合計

12,778,358

△ 6,657,879

6,671,372

5,308,959

1,362,413

13,494



-

△ 5,461,715

880,341

13,658,699



-

6,328,562

-

-


◆純資産変動計算書の科目解説◆
	純行政コスト

	
	純行政コスト
	行政コスト計算書の純行政コストと連動

	財源

	
	税収等
	地方税、地方交付税及び地方譲与税等

	
	国県等補助金
	国庫支出金及び都道府県支出金等

	固定資産等の変動（内部変動）

	
	有形固定資産等の増加
	有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出した金額

	
	有形固定資産等の減少
	有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却収入、除売却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却費相当額

	
	貸付金・基金等の増加
	貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸付金・基金等のために支出した金額

	
	貸付金・基金等の減少
	貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収入及び基金の取崩収入相当額等

	資産評価差額

	
	資産評価差額
	有価証券等の評価差額

	無償所管換等

	
	無償所管換等
	無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等

	その他

	
	その他
	上記以外の純資産及びその内部構成の変動


○ 純資産変動の状況

平成29年度の純行政コスト66億5,787万９千円に対して、財源は、税収等（町税、地方交付税等）が53億895万９千円、国県等補助金が13億6,241万３千円となっています。このため、本年度差額は、1,349万４千円となりました。
また、平成29年度の無償所管換等が63億2,856万２千円、その他の変動が54億6,171万５千円となり、この結果、本年度純資産変動額は８億8,034万１千円となり、本年度末純資産残高は136億5,869万９千円となりました。
（４）　資金収支計算書
平成29年度の資金収支計算書の概要は、次のとおりです。
[image: image4.emf]自

至

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

21,166

△ 581

20,585

259,425

（単位：千円）



前年度末資金残高 299,481

本年度末資金残高 238,841

815,781

815,781

－

△ 315,128

本年度資金収支額 △ 60,641

△ 220,158



1,130,909

1,102,305

28,604

461,248

47,896

39,500

8,111

－

12,087

32,227

39,500

－

556,754

－

474,646



776,912

693,099

105,031

181,611

－

－

－

335,326

14,336

6,523,727

5,301,682

935,403

64,936

11,027

2,881,257

1,831,668

699,926



6,049,081

3,167,824

1,250,770

1,841,091

資金収支計算書

平成２９年　４月　１日

平成３０年　３月３１日

科目 金額


◆資金収支計算書の科目解説◆
	業務活動収支

	
	業務支出

	
	
	業務費用支出

	
	
	人件費支出
	人件費に係る支出

	
	
	物件費等支出
	物件費等に係る支出

	
	
	支払利息支出
	地方債等に係る支払利息の支出

	
	
	移転費用支出

	
	
	補助金等支出
	補助金等に係る支出

	
	
	社会保障給付支出
	社会保障給付に係る支出

	
	業務収入

	
	
	税収等収入
	税収等の収入

	
	
	国県等補助金収入
	国県等補助金の内、業務支出の財源に充当した収入

	
	
	使用料及び手数料収入
	使用料及び手数料の収入

	
	臨時支出

	
	
	災害復旧事業費支出
	災害復旧事業費に係る支出

	
	臨時収入

	
	
	臨時収入
	臨時にあった収入

	投資活動収支

	
	投資活動支出

	
	
	公共施設等整備費支出
	有形固定資産等の形成に係る支出

	
	
	基金積立金支出
	基金積立に係る支出

	
	
	投資及び出資金支出
	投資及び出資金に係る支出

	
	
	貸付金支出
	貸付金に係る支出

	
	投資活動収入

	
	
	国県等補助金収入
	国県等補助金の内、投資活動支出の財源に充当した収入

	
	
	基金取崩収入
	基金取崩による収入

	
	
	貸付金元金回収収入
	貸付金に係る元金回収収入

	
	
	資産売却収入
	資産売却による収入

	財務活動収支

	
	財務活動支出

	
	
	地方債償還支出
	地方債に係る元金償還の支出

	
	財務活動収入

	
	
	地方債発行収入
	地方債発行による収入


○ 資金収支の状況

平成29年度の業務活動収支については、業務支出が60億4,908万１千円、業務収入が65億2,372万７千円であることから、４億7,464万６千円の黒字となっています。

投資活動収支については、投資活動支出が７億7,691万２千円、投資活動収入は５億5,675万４千円であることから、２億2,015万８千円の赤字となっています。

財務活動収支については、財務活動支出が11億3,090万９千円、財務活動収入は８億1,578万１千円であることから、３億1,512万８千円の赤字となっています。

この結果、本年度の資金収支額は6,064万１千円の赤字となり、本年度末資金残高は２億3,884万１千円となりました。
４　全体財務書類
（１）　全体財務書類とは
　全体財務書類とは、一般会計のほか、特別会計及び公営企業会計を一つの会計とみなして作成する財務書類です。
【平成29年度決算の連結対象会計】

	区　分
	会　計

	特別会計
	国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、公共下水道事業特別会計※、戸別浄化槽事業特別会計

	公営企業会計
	水道事業会計


　※　本年度連結対象外の会計です。
（２）　全体財務書類の概要
　　①　貸借対照表
	資産の部
	金額(千円)
	負債の部
	金額(千円)

	
	一般会計等

財務書類
	全体
財務書類
	
	一般会計等

財務書類
	全体
財務書類

	１有形固定資産

２無形固定資産

３投資その他
４流動資産
	20,597,570
86,198
975,128
2,003,887
	23,197,329
87,998
807,699
2,356,124
	１固定負債
２流動負債
	9,116,115
887,969
	10,621,893
1,746,302

	
	
	
	負債合計
	10,004,084
	12,368,195

	
	
	
	純資産の部
	一般会計等

財務書類
	全体

財務書類

	
	
	
	純資産合計
	13,658,699
	14,080,956

	資産合計
	23,662,783
	26,449,151
	負債・純資産合計
	23,662,783
	26,449,151


　　②　行政コスト計算書
	区　　分
	金額(千円)

	
	一般会計等財務書類
	全体財務書類

	１業務費用
２移転費用
３経常収益（△）
	4,221,980
2,881,257
287,183
	4,581,381
4,720,992
544,569

	純経常行政コスト合計
	6,816,053
	8,757,804

	１臨時損失
２臨時利益（△）
	－
158,175
	－
166,289

	純行政コスト合計
	6,657,879
	8,591,514


　　③　純資産変動計算書
	区　　分
	金額(千円)

	
	一般会計等財務書類
	全体財務書類

	前年度末純資産残高
	12,778,358
	13,324,940

	１純行政コスト

２財源
	△6,657,879
6,671,372
	△8,591,514
8,667,132

	本年度差額
	13,494
	75,618

	１固定資産等の変動

２その他（資産評価差額等含む）
	－
866,847
	－
680,398

	本年度純資産変動額
	880,341
	756,016

	本年度末純資産残高
	13,658,699
	14,080,956


　　　　④　資金収支計算書
	区　　分
	金額(千円)

	
	一般会計等財務書類
	全体財務書類

	前年度末資金残高
	299,481
	477,562

	１業務活動収支
２投資活動収支
３財務活動収支
	474,646
△220,158
△315,128
	649,146
△143,378
△429,682

	本年度資金収支額
	△60,641
	76,086

	本年度末資金残高
	238,841
	553,648

	前年度末歳計外現金残高
	21,166
	21,166

	本年度歳計外現金増減額
	△581
	△581

	本年度末歳計外現金残高
	20,585
	20,585

	本年度末現金預金残高
	259,425
	574,233


（３）　全体貸借対照表
[image: image5.emf]【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債等

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地 他団体出資等分

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

資産合計 26,449,151 負債及び純資産合計 26,449,151

-

373



△ 1



- 純資産合計 14,080,956

220,373



-



1,561,145



1,441,654



119,492



473,481



-



△ 14,855



2,356,124



574,233

101,310



-

-

152,042

-



473,481

-



86,198



1,800



807,699



197,031



95,721



-



7,623



1,400,665



△ 916,621



87,998



1,668,982



△ 768,871



19,186,911



△ 11,364,959



-



- 負債合計 12,368,195

-

298,405 25,654,172

10,112,561 △ 11,573,217

1,382,875 -

- 1,306,147

- △ 615,429

- 72,053

- 20,585

- 37,669

19,226,110 116,184

△ 13,367,174 1,746,302

6,767,015 888,724

△ 3,224,045 36,554

- -

24,093,027 10,621,893

23,197,329 9,169,007

12,600,724 -

2,091,037 1,336,702

809,377 -

全体貸借対照表

（平成３０年３月３１日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額


（４）　全体行政コスト計算書
[image: image6.emf]自平成２９年　４月　１日

至平成３０年　３月３１日

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

166,289

5,556

160,734

8,591,514

-

-

-

-

-

544,569

316,159

228,411

8,757,804

-

62,880

4,720,992

3,862,105

699,926

14,395

1,169,320

138

178,669

100,933

14,855

△ 1,773

152,629

3,117,837

1,857,781

90,598

9,302,373

4,581,381

1,284,876

1,065,085

68,935

全体行政コスト計算書

（単位：千円）

科目

金額


（５）　全体純資産変動計算書
[image: image7.emf]自

至

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高

25,513,293 △ 12,188,353 -

純行政コスト（△）

△ 8,591,514 -

財源

8,667,132 -

税収等

6,648,719 -

国県等補助金

2,018,413 -

本年度差額

75,618 -

固定資産等の変動（内部変動）

△ 507,291 507,291

有形固定資産等の増加

528,821 △ 528,821

有形固定資産等の減少

△ 1,037,830 1,037,830

貸付金・基金等の増加

319,543 △ 319,543

貸付金・基金等の減少

△ 317,825 317,825

資産評価差額

-

無償所管換等

6,328,562

他団体出資等分の増加

-

他団体出資等分の減少

-

その他

△ 5,680,391 32,227

本年度純資産変動額

140,879 615,136 -

本年度末純資産残高

25,654,172 △ 11,573,217 -

全体純資産変動計算書

平成２９年　４月　１日

平成３０年　３月３１日

科目 合計

13,324,940

△ 8,591,514

8,667,132

6,648,719

2,018,413

75,618



△ 5,648,164

756,016

14,080,956



6,328,562


（６）　全体資金収支計算書
[image: image8.emf]自

至

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

全体資金収支計算書

平成２９年　４月　１日

平成３０年　３月３１日

（単位：千円）

1,269,739

1,977,708

100,933

38,206

4,720,992

科目 金額



8,107,579

3,386,587

6,628,292

1,592,579

340,277

195,577

－

3,862,105

699,926

144,565

14,395

8,756,726

820,297

765,472

15,325

－

39,500

－

－

－

649,146



108,111

4,973

△ 143,378



1,266,863

－

676,919

476,173

48,163

39,500

△ 429,682

本年度資金収支額 76,086

前年度末資金残高 477,562

1,217,327

49,536

837,181

837,181

－

21,166

△ 581

20,585

574,233

本年度末資金残高 553,648


５　連結財務書類
（１）　連結財務書類とは
　連結財務書類とは、一般会計、特別会計及び公営企業会計のほか、本町と連携協力して行政サービスを提供している関係団体（一部事務組合）や、その他の関係法人（第三セクター）を一つの会計とみなして作成する財務書類です。
【平成29年度決算の連結対象団体（会計）】

	区　分
	会　計

	特別会計
	国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、公共下水道事業特別会計※、戸別浄化槽事業特別会計

	公営企業会計
	水道事業会計

	一部事務組合
	岩手県市町村総合事務組合、岩手県後期高齢者医療広域連合、盛岡地区広域消防組合※、岩手・玉山環境組合、盛岡北部行政事務組合

	第三セクター
	岩手町ふるさと振興公社


　※　本年度連結対象外の団体（会計）です。
（２）　連結財務書類の概要
　　①　貸借対照表
	資産の部
	金額(千円)
	負債の部
	金額(千円)

	
	一般会計等

財務書類
	連結

財務書類
	
	一般会計等

財務書類
	連結

財務書類

	１有形固定資産

２無形固定資産

３投資その他
４流動資産
	20,597,570
86,198
975,128
2,003,887
	25,105,038
87,998
944,850
2,667,504
	１固定負債
２流動負債
	9,116,115
887,969
	10,694,861
1,790,259

	
	
	
	負債合計
	10,004,084
	12,485,120

	
	
	
	純資産の部
	一般会計等

財務書類
	連結

財務書類

	
	
	
	純資産合計
	13,658,699
	15,287,422

	資産合計
	23,662,783
	27,772,542
	負債・純資産合計
	23,662,783
	27,772,542


　　②　行政コスト計算書
	区　　分
	金額(千円)

	
	一般会計等財務書類
	連結財務書類

	１業務費用

２移転費用

３経常収益（△）
	4,221,980
2,881,257
287,183
	5,272,795
7,281,046
760,934

	純経常行政コスト合計
	6,816,053
	11,792,908

	１臨時損失

２臨時利益（△）
	－

158,175
	9,098
166,289

	純行政コスト合計
	6,657,879
	11,635,716


　　③　純資産変動計算書
	区　　分
	金額(千円)

	
	一般会計等財務書類
	連結財務書類

	前年度末純資産残高
	12,778,358
	14,706,462

	１純行政コスト

２財源
	△6,657,879
6,671,372
	△11,635,716
11,633,467

	本年度差額
	13,494
	△2,249

	１固定資産等の変動

２その他（資産評価差額等含む）
	－

866,847
	－

583,210

	本年度純資産変動額
	880,341
	580,960

	本年度末純資産残高
	13,658,699
	15,287,422


　　　　④　資金収支計算書
	区　　分
	金額(千円)

	
	一般会計等財務書類
	連結財務書類

	前年度末資金残高
	299,481
	868,482

	１業務活動収支

２投資活動収支

３財務活動収支
	474,646
△220,158
△315,128
	643,779
△153,145
△501,748

	本年度資金収支額
	△60,641
	△11,113

	本年度末資金残高
	238,841
	856,206

	前年度末歳計外現金残高
	21,166
	22,181

	本年度歳計外現金増減額
	△581
	△157

	本年度末歳計外現金残高
	20,585
	22,024

	本年度末現金預金残高
	259,425
	878,230


（３）　連結貸借対照表
[image: image9.emf]【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債等

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地 他団体出資等分

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

連結貸借対照表

（平成３０年３月３１日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額



25,105,038 10,694,861

24,072,190 9,191,549

13,440,257 -

2,150,877 1,387,127

809,377 -

22,087,904 116,184

△ 15,451,101 1,790,259

6,784,140 890,323

△ 3,239,344 58,726

- -

- 1,306,147

- △ 615,429

- 75,170

- 37,578

- 37,744

- 負債合計 12,485,120

-

298,405 26,666,183

10,112,561 △ 11,378,761

1,382,875 -

1,668,982



△ 768,871



19,186,911



△ 11,364,959



-



-



7,623



1,492,741



△ 973,369



87,998



86,198



1,800



944,850



197,031



95,721



101,310



-

-

154,632

-



608,653

-



608,653



-



△ 15,467



2,667,504



878,230

223,816



-



1,561,145



1,441,654



119,492



資産合計 27,772,542 負債及び純資産合計 27,772,542

3,975

708



△ 371



- 純資産合計 15,287,422


（４）　連結行政コスト計算書
[image: image10.emf]自平成２９年　４月　１日

至平成３０年　３月３１日

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

166,289

5,556

160,734

11,635,716

-

4,098

-

-

5,000

760,934

377,077

383,857

11,792,908

9,098

200,907

7,281,046

4,632,921

2,496,831

6,730

1,248,827

138

317,263

101,041

15,316

△ 1,773

187,628

3,504,315

2,095,002

160,348

12,553,841

5,272,795

1,451,216

1,193,310

72,051

連結行政コスト計算書

（単位：千円）

科目

金額


（５）　連結純資産変動計算書
[image: image11.emf]自

至

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高

26,629,848 △ 11,920,360 -

純行政コスト（△）

△ 11,635,716 -

財源

11,633,467 -

税収等

8,043,366 -

国県等補助金

3,590,101 -

本年度差額

△ 2,249 -

固定資産等の変動（内部変動）

△ 576,306 576,757

有形固定資産等の増加

531,112 △ 531,112

有形固定資産等の減少

△ 1,117,039 1,117,489

貸付金・基金等の増加

340,808 △ 340,808

貸付金・基金等の減少

△ 331,188 331,188

資産評価差額

-

無償所管換等

6,328,562

他団体出資等分の増加

-

他団体出資等分の減少

-

比例連結割合変更に伴う差額

-

その他

△ 5,712,444 △ 32,908

本年度純資産変動額

39,361 541,599 -

本年度末純資産残高

26,666,183 △ 11,378,761 -

15,287,422

連結純資産変動計算書

平成２９年　４月　１日

平成３０年　３月３１日

科目 合計

14,706,462

△ 11,635,716

11,633,467

8,043,366

3,590,101

△ 2,249



-

△ 5,745,352

580,960



-

6,328,562

-

-


（６）　連結資金収支計算書
[image: image12.emf]自

至

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

連結資金収支計算書

平成２９年　４月　１日

平成３０年　３月３１日

（単位：千円）

1,437,377

2,284,081

101,041

175,531

7,283,833

科目 金額



11,281,863

3,998,030

8,021,922

3,164,267

401,195

347,356

9,098

4,632,921

2,496,831

144,565

9,516

11,934,740

842,020

767,763

34,756

－

39,500

－

9,098

－

643,779



108,111

4,973

△ 153,145



1,338,929

－

688,875

476,173

60,118

39,500

△ 501,748

本年度資金収支額 △ 11,113

前年度末資金残高 868,482

1,230,105

108,823

837,181

837,181

－

22,181

△ 157

22,024

878,230

比例連結割合変更に伴う差額 △ 1,163

本年度末資金残高 856,206



